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１．　20年３月期の連結業績　（平成19年４月１日　～　平成20年３月31日）

(1)　連結経営成績 （％表示は対前期増減率）

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

円 銭 円 銭 ％ ％ ％

（参考） 持分法投資損益 20年３月期 － 百万円 19年３月期 － 百万円

(2)　連結財政状態

百万円 百万円 ％ 円 銭

（参考） 自己資本 20年３月期 100,111 百万円 19年３月期 97,485 百万円

(3)　連結キャッシュ・フローの状況

百万円 百万円 百万円 百万円

２．　配当の状況

円 銭 円 銭 円 銭 百万円 ％ ％

（注）19年３月期期末配当金の内訳　　普通配当 ５円00銭 　記念配当 ２円00銭

３．　21年３月期の連結業績予想　（平成20年４月１日　～　平成21年３月31日）
（％表示は、通期は対前期、第２四半期連結累計期間は対前年同四半期増減率）
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４．　その他

(1)　期中における重要な子会社の異動（連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動）　　　無

(2)　連結財務諸表作成に係る会計処理の原則・手続、表示方法の変更（連結財務諸表作成のための
      基本となる重要な事項の変更に記載されるもの）
① 会計基準等の改正に伴う変更　　　有
② ①以外の変更　　　　　　　　　　有
(注)詳細は、14ページ「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更」をご覧ください。

(3)　発行済株式数（普通株式）
①期末発行済株式数(自己株式を含む)平成20年３月期 211,663,200株 平成19年３月期 211,663,200株
②期末自己株式数                  平成20年３月期     324,332株 平成19年３月期     291,554株
(注)１株当たり当期純利益（連結）の算定の基礎となる株式数については、23ページ「１株当たり情報に関する
　　注記」をご覧ください。

（参考）　個別業績の概要

１．　20年３月期の個別業績　（平成19年４月１日　～　平成20年３月31日）

(1)　個別経営成績 （％表示は対前期増減率）

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

円 銭 円 銭

(2)　個別財政状態

百万円 百万円 ％ 円 銭

（参考） 自己資本 20年３月期 98,262 百万円 19年３月期 95,112 百万円

２．　21年３月期の個別業績予想　（平成20年４月１日　～　平成21年３月31日）
（％表示は、通期は対前期、第２四半累計期間は対前年同四半期増減率）

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

※業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項

上記の業績予想は本資料の発表日現在において入手可能な情報に基づき作成したものであり、実際の
業績は、今後様々な要因によって予想数値と異なる場合があります。
なお、業績予想に関する事項は、添付資料3～4ページをご参照下さい。
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１．経営成績 

(1)経営成績に関する分析 

【経済環境】 

当連結会計年度における世界経済は、原油や非鉄金属、食糧など資源価格の上昇や、サブプ

ライムローン問題に端を発した国際金融市場の混乱、米国経済の減速があったものの、中国を

はじめとする新興国経済は成長を持続し、それまでの拡大基調に変化が見られたものの全体と

しては成長を持続しました。一方、わが国経済におきましては、製造業の生産は外需を中心に

全般的に活況を維持しているものの、設備投資や個人消費は盛り上がりに欠け、改正建築基準

法の施行に伴う建築･住宅着工の減少や原材料価格の上昇などのマイナス要素もあり、堅調さ

を維持しつつも一部に停滞感のある状況でした。 

【業績の概況】 

このような環境において、当連結会計年度の売上高は、鉄鋼や金属原料、石油製品などの商

品価格の上昇と積極的な販売により、前期比14.2％増の 1兆 5,075億 9百万円となりました。

また、利益面でも、鉄鋼事業や金属原料事業の伸長により、営業利益は前期比 13.6％増の 237

億 4 百万円、経常利益は前期比 10.9％増の 212 億 67 百万円、当期純利益は前期比 14.8％増の

131 億 17 百万円となりました。 

【セグメント別の状況】 

鉄鋼事業においては、引き続き需給環境がタイトな状況にある中、鉄スクラップや鉄鋼原料

価格の上昇もあり、条鋼類などを中心に鉄鋼商品市況が上昇しました。こうしたことを背景に

販売価格が上昇したことに加え、積極的な販売に努めたことなどにより、売上高は前期比

14.7％増の 7,903億 40百万円、営業利益は前期比 10.7％増の 158億 74百万円となりました。 

金属原料事業においては、国際商品価格は激しい値動きとなりましたが、ニッケルやクロム、

ステンレススクラップなどステンレス関連商品を中心に、総じて前期より高い価格水準で推移

した結果、売上高は前期比 13.8％増の 2,020 億 19 百万円、営業利益は前期比 32.4％増の 66

億 19 百万円となりました。 

非鉄金属事業においては、国際商品価格の乱高下する環境の下、各商品の採算確保に労力を

要する状況が続き、売上高は前期比 0.1％減の 653 億 44 百万円、営業利益は前期比 10.2％減

の 20 億 14 百万円にとどまりました。 

石油･化成品事業においては、原油価格が高水準で推移する中、ガソリンや灯油、海外積み

の舶用石油の拡販などにより、売上高は前期比 31.2％増の 3,114 億 80 百万円、営業利益は前

期比 14.0％増の 25 億 45 百万円となりました。 

食品事業においては、中国製加工食品の品質問題や安全問題の発生などを背景に国内需要が

低調に推移したことなどにより、売上高は前期比 7.9％減の 846 億 71 百万円となりました。

営業利益については、一部魚種に市況の下落がありましたが、足下では需給環境に改善が見ら

れたことなどにより、前期比 31.3％増の 7億 76 百万円となりました。 

その他の事業においては、主に木材事業での改正建築基準法の影響による住宅着工の減少と

それに伴う木材市況の下落や、子会社のアミューズメント事業の低迷などにより、売上高は前

期比8.4％減の536億 52百万円、営業利益は前期比30.2％減の14億 24百万円となりました。 

【次期の見通し】 

次期の世界経済については、サブプライムローン問題による信用収縮や実体経済への影響度

合いに懸念があるものの、中東や新興国の経済成長は堅調に推移し、世界経済全体としては緩

やかながらも成長を持続すると思われます。一方、日本経済におきましては、建築･住宅関連

需要は回復の方向にある他、新興国向け需要は底堅く推移すると思われるものの、米欧向け需
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要動向の減速や原油をはじめとする原材料市況の高騰、円高傾向など景気の下ぶれ要素が出て

きており、経済成長の減速も懸念されます。 

このような環境の中、当社グループにおきましては、コア事業と位置付けている鉄鋼、金属

原料、非鉄金属、食品及び石油･化成品の各分野を中心に、国内外産業の需要を確実に収益に

結び付けてまいります。特に足下では、各事業分野で原材料価格の上昇などにより、仕入コス

トの上昇が見込まれる中、販売価格の適正化に努めることにより、収益確保に注力していく所

存です。 

次期の連結業績につきましては、売上高 1兆 6,550 億円（対前期比 9.8％増）、営業利益 271

億円（対前期比 14.3％増）、経常利益 229 億円（対前期比 7.7％増）、当期純利益 139 億円（対

前期比 6.0％増）を見込んでおります。 

 

(2)財政状態に関する分析 

【総資産・負債・純資産の状況】 

当連結会計年度末の総資産は、売上増加に伴う売上債権の増加や市況上昇に伴うたな卸資産

の増加などにより、前期末比 1.2％増の 4,820 億 14 百万円となりました。 

負債は、活発な営業活動に伴う仕入債務の増加などにより、前期末比 0.8％増の 3,810 億 88

百万円となりました。また、ネット有利子負債は、前期末比 6.5％減の 1,518 億 72 百万円と

なりました。 

純資産は、その他有価証券評価差額金の減少がありましたが、当期純利益の積み上がりなど

により、前期末比 2.7％増の 1,009 億 26 百万円となりました。この結果、当連結会計年度末

の自己資本比率は、前期末の 20.5％から 20.7％になりました。 

【キャッシュ･フローの状況】 

当連結会計年度においては、活発な営業活動により事業収益が拡大したことや仕入債務の増

加などにより、営業活動によるキャッシュ･フローは 214 億 30 百万円の増加となりました。一

方、投資活動によるキャッシュ･フローは、有形固定資産や投資有価証券の取得による支出な

どにより、84 億 43 百万円の減少となりました。また、財務活動によるキャッシュ･フローは、

短期借入金の返済などにより、91 億 44 百万円の減少となりました。 

これらの結果、当連結会計年度末における現金及び現金同等物は、前連結会計年度末に比べ

39 億 49 百万円増加し、141 億 78 百万円となりました。 

【キャッシュ･フロー指標の推移】 

項    目 16年3月期 17年3月期 18年3月期 19年3月期 20年3月期

自己資本比率 

[自己資本 ÷ 総資産] 
 19.7%  19.4%  20.9%  20.5%  20.7% 

時価ベースの自己資本比率 

[株式時価総額 ÷ 総資産] 
 29.9%  24.9%  27.7%  26.1%  18.5% 

債務償還年数 

[有利子負債 ÷ 営業ｷｬｯｼｭ･ﾌﾛｰ] 
 ―   ―     6.1年  ―     7.7年

インタレスト･カバレッジ･レシオ 

[営業ｷｬｯｼｭ･ﾌﾛｰ ÷ 利払い] 
 ―  ―  9.0  ―  5.2 

（注）1．各指標は、いずれも連結ベースの財務数値により計算しております。 

   2．｢株式時価総額｣は、[期末株価終値 × 期末発行済株式数(自己株式控除後)]により算

出しております。 

   3．｢有利子負債｣は、連結貸借対照表に計上されている負債のうち、利子を支払っている

すべての負債を対象としております。 
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   4．｢営業キャッシュ･フロー｣は、連結キャッシュ･フロー計算書の「営業活動によるキャ

ッシュ･フロー」を使用しております。 

   5．｢利払い｣は、連結キャッシュ･フロー計算書の｢利息の支払額｣を使用しております。 

 

(3)利益配分に関する基本方針及び当期･次期の配当 

当社は、株主への利益の還元を経営の最重要政策の一つとして考えており、将来に向けての

事業展開と経営基盤の強化に必要な内部留保を確保しつつ、自己資本利益率（ＲＯＥ）と配当

性向を勘案し、業績に応じた剰余金の配当を行うことを基本方針としております。 

当社の剰余金の配当回数は、中間配当と期末配当の年 2回を基本的な方針としており、これ

らの配当の決定機関は、中間配当は取締役会、期末配当は株主総会としております。 

内部留保金につきましては、経営基盤の強化並びに成長事業・新規事業への積極投資に活用

し、当社の企業価値の向上に努めていく所存であります。 

当期の剰余金配当につきましては、業績が堅調に推移したことから、１株当たり期末配当金

は 6円といたします。これにより既に実施いたしました中間配当１株当たり 6円と合わせ、当

期の１株当たり年間配当は 12 円となる予定です。次期につきましては、業績が現状の見通し

通りに達成されました場合には、１株当たり 12 円（中間配当 6 円、期末配当 6円）の実施を

見込んでおります。 

 

(4)事業等のリスク 

当社グループの経営成績、株価および財務状況等に影響を及ぼす可能性のあるリスクには、

以下のようなものがあります。 

なお、文中における将来に関する事項は、決算発表日（平成 20 年 5月 15 日）現在において

当社グループが判断したものであります。 

ａ）経済状況の変動 

当社グループの全世界における営業収入は、当社グループが商品を販売している国また

は地域の経済状況の影響を受けます。従いまして、日本、北米、欧州、アジア（特に中国

を中心とする東アジア）等を含む当社グループの主要市場における景気後退、およびそれ

に伴う需要の縮小は、当社グループの業績および財務状況に悪影響を及ぼす可能性があり

ます。 

ｂ）商品市況の変動 

当社グループでは、鉄鋼製品、金属原料、非鉄金属、食品および石油･化成品等について

流通在庫を有しております。これらは市況商品であるため、需給状況や為替動向が市況に

与える影響が大きく、市況の変動への適切な対応ができなかった場合、当社グループの業

績および財務状況に悪影響を及ぼす可能性が生じることになります。 

ｃ）為替レートの変動 

当社グループの事業には、全世界における商品の仕入と販売が含まれております。各地

域における収益、費用、資産を含む現地通貨建ての項目は、連結財務諸表の作成のために

円換算しております。換算時の為替レートにより、これらの項目は元の現地通貨における

価値が変わらなかったとしても、円換算後の価値が影響を受ける可能性があります。一般

に他の通貨に対する円高（特に当社グループの売上の重要部分を占める米ドルに対する円

高）は当社グループの輸出取引に対しては悪影響を及ぼしますが、輸入取引には好影響を

及ぼし、円安は輸入取引に対しては悪影響を及ぼしますが、輸出取引には好影響を及ぼし

ます。 
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ｄ）金利の変動 

当社グループは、営業取引及び投融資活動において、金融機関からの借入および社債等

資本市場からの資金調達を行っております。このうち変動金利による調達につきましては、

一部に金利スワップ等を利用して金利変動リスクの軽減に努めておりますが、今後の金利

動向によっては、当社グループの業績および財務状況に悪影響を及ぼす可能性があります。 

ｅ）株価の変動 

当社グループは、取引先を中心に市場性のある株式を保有しており、株価変動のリスク

を負っております。従いまして、株価の動向次第では、当社グループの業績および財務状

況に悪影響を及ぼす可能性があります。 

ｆ）信用リスク 

当社グループの事業における売上債権の大部分は、販売先ごとに一定の信用を供与し、

掛売りを行ったものであります。当社グループにおいては厳格かつ機敏な与信管理を行っ

ておりますが、必ずしも全額の回収が行われる保証はありません。従いまして、販売先の

不測の倒産・民事再生手続等は、当社グループの業績および財務状況に悪影響を及ぼす可

能性があります。 

ｇ）国際的活動および海外進出に潜在するリスク 

当社グループは、近年中国を中心とするアジア市場や米国、欧州等の市場に対して積極

的に事業進出を行っております。これらの海外市場への事業進出には以下に掲げるような

いくつかのリスクが内在しております。 

① 予期しない法律または関税などの輸出入規制の変更 

② 不利な政治的･経済的変動や国際通貨の変動 

③ 人材の採用と確保の難しさ 

④ 未整備のインフラが当社グループの活動に悪影響を及ぼす、または当社グループの

製品やサービスに対する顧客の支持を低下させる可能性 

⑤ 企業活動にとって不利な税制度への変更 

⑥ テロ、戦争、その他の要因による社会的混乱 

従いまして、これらの事象は当社グループの業績および財務状況に悪影響を及ぼす可能性

があります。 

ｈ）法的規制等 

当社グループは、事業展開する各国において、事業・投資の許認可、国家安全保障また

はその他の理由による輸出入および販売制限、関税をはじめとするその他の輸出入規制等、

様々な政府規制の適用を受けております。また、通商、独占禁止、特許、租税、為替管理、

食品の安全規制、環境・リサイクル関連等の法規制の適用も受けております。これらの規

制により、当社グループの活動が制限される可能性があるだけでなく、規制への対応がコ

ストの増加につながる可能性もあります。従いまして、これらの規制は当社グループの業

績および財務状況に悪影響を及ぼす可能性があります。 

ｉ）退職給付債務 

当社グループの従業員退職給付費用および債務は、割引率や期待運用収益率等数理計算

上で設定される前提条件に基づいて算出されております。実際の結果が前提条件と異なる

場合、または前提条件が変更された場合、その影響は累積され、将来にわたって規則的に

認識されるため、一般的には将来期間において認識される費用および計上される債務に影

響を及ぼします。従いまして、割引率の低下や運用利回りの悪化は当社グループの業績お

よび財務状況に悪影響を及ぼす可能性があります。 
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２．企業集団の状況 

最近の有価証券報告書（平成 19 年 6月 29 日提出）における「事業系統図（事業の内容）」

及び「関係会社の状況」から重要な変更がないため開示を省略しております。 

 

３．経営方針 

(1) 会社の経営の基本方針 

当社は経営理念として、『私たちは、時代と市場の変化に迅速に対応し、｢流通のプロ｣とし

て顧客の多様なニーズに応え、広く社会に貢献します。』を掲げております。 

この理念の下、顧客第一主義を掲げ、付加価値を高めた商品の流通や顧客ニーズに即応した

提案型のビジネスモデルを重視して「存在感ある商社流通」を追求し、すべてのステークホル

ダーからの評価・支持を得られる企業価値の向上に努めます。またコンプライアンスを重視し、

事業を通じて国際社会や地域社会に貢献することで、「企業の社会的責任」を遂行していきま

す。 

 

(2) 目標とする経営指標 

企業価値の向上と財務体質の強化を図るため、総資産利益率（ROA）、自己資本利益率（ROE）、

ネット負債倍率（Net DER）を目標とする経営指標としております。中期経営計画における最

終年度（平成 21 年度）の通年目標及び当連結会計年度実績は、以下のとおりです。 

目標とする経営指標

Ｒ　Ｏ　Ａ 2.4 ％ 2.7 ％

Ｒ　Ｏ　Ｅ 11.0 ％ 13.3 ％

Ｎ  ｅ  ｔ   Ｄ  Ｅ  Ｒ 1.5 倍 1.5 倍

(注 )ＲＯＡ：当期純利益/{(期首総資産＋期末総資産)/2}
    ＲＯＥ：当期純利益/{(期首自己資本＋期末自己資本)/2}
    Ｎｅｔ  ＤＥＲ：（有利子負債－現預金）/自己資本

平成21年度目標 当期実績

 

 

(3) 中長期的な会社の経営戦略と対処すべき課題 

当社グループは平成 19 年 5 月に、平成 19 年度から平成 21 年度までの３ヵ年にわたる中期

経営計画を新たに策定いたしました。今中期経営計画では、「機能強化と差別化戦略により、

独自性･優位性の高い価値創造を目指す」をテーマに掲げ、その達成に向けて、以下のような

事業戦略に基づき、重点課題の実現に向けた活動を進めております。 

① コア事業の強化 

② 北米･ＥＵ･中東･インド･アセアン･ロシアなどの海外への積極展開 

③ 資源リサイクル･環境関連ビジネスの推進 

④ 事業エリアの拡大に向けた新たなアプローチや新規事業の創出 

⑤ 積極的な事業投資やパートナーシップの構築による攻めの経営の推進 

 

当連結会計年度における進捗状況は、次のとおりです。 

鉄鋼事業では、阪和流通センター東京(株)での鉄筋加工設備や中国、タイでのコイルセンタ

ー能力の増強を実施した他、地方での実需深耕を目的として平成19年2月に開設した新潟、広

島の営業所も順調に需要家との関係構築を進め、新潟営業所については平成20年4月に支店に

昇格いたしました。また、建設需要の旺盛な中東地域に平成19年8月にダンマン事務所を開設 
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し、これにより中東地域の事業拠点は、5ヶ所となりました。インドについても、経済成長が

著しく、今後も日系企業の進出増加が見込まれることから平成20年4月にHANWA INDIA PRIVATE 

LTD.を設立し、事業拡大への体制を整えました。その他、鉄筋工事会社の相互鉄筋工業(株)

の買収や鉄骨胴縁加工会社の(株)ファブコン九州への資本参加など機能強化のためのアライ

アンス、Ｍ＆Ａも進めております。 

金属原料事業では、仕入先の中国集中リスク軽減のため、他地域からの調達ルートの開拓強

化を進めており、当期はカザフスタンやインドなどからの取扱いが増加しております。またス

テンレススクラップ等のアジア地域などへの拡販にも積極的に取り組んでおります。 

非鉄金属事業では、前期に実施したアルミ缶リサイクル設備増強により、アルミ二次合金メ

ーカー向けに付加価値の高い製品の供給を行っております。また海外展開を強化し、アルミサ

ッシスクラップの輸出やバーゼル法規制対象物の取扱いを増加している他、海外での金型の表

面処理加工など周辺事業にも注力しております。 

食品事業では、当期は中国加工品の品質問題などにより、国内での事業環境が厳しい状況に

ありましたが、米国で合弁販売会社のSEATTLE SHRIMP & SEAFOOD COMPANY, INC.が手がける水

産物販売が、米国大手スーパーへの納入を開始するなど着実に伸びております。また、アフリ

カなどへの日本産水産物の輸出にも着手しました。 

石油･化成品事業では、ガソリン、灯油の販売が伸びている他、中間留分や重油の輸出取引

も増加しております。また、中国やシンガポール積みの舶用石油の取扱いも前年比約25％の増

加となっております。化成品分野では、中国での再生ペレット製造合弁事業の上海恵比寿塑料

有限公司が平成19年2月に稼動し、順調に生産を拡大させております。 

企業体制面につきましては、コンプライアンスを徹底した事業活動を通じて企業の社会的責

任を履行するＣＳＲ経営を推進しております。また、コーポレート･ガバナンス、内部統制に

ついては、「内部統制システム構築に関する基本方針」に則って運営しており、平成 20 年度か

ら適用される金融商品取引法に基づく財務報告に係る内部統制報告制度への対応として、内部

統制推進室を新設して当社の業務フローを検証し、内部統制システムの点検、整備を鋭意進め

ております。今後もその有効性の検証、システム改善を継続して実施してまいります。 

 

今中期経営計画では、独自性、優位性の高い価値を取引先にスピーディーに提供し、事業展

開力をシフトアップすることを課題とし、存在感ある商社流通の追求の実現を目指しておりま

す。当社グループとしましては、上記の５つの事業戦略の下で、コア事業と位置付けておりま

す鉄鋼、金属原料、非鉄金属、食品及び石油･化成品の各事業分野で、環境変化に的確に対応

し、攻めの営業展開を推進することで、事業の一層の拡大に努めてまいります。同時に、新規

事業の育成や周辺分野の拡大にも注力し、将来の会社の経営基盤を担う新しい事業の育成にも

努めてまいります。 
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連 結 貸 借 対 照 表

（ 百万円未満切捨 ）

期　　別 前連結会計年度 当連結会計年度
(平成19年３月31日) (平成20年３月31日)

科　　目 金　　額 構成比 金　　額 構成比 増減金額 増減率

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

流　動　資　産 382,271  80.3 390,772  81.1 8,501 2.2 

現 金 及 び 預 金 10,245  14,191  3,946 38.5 

受取手形及び売掛金 259,372  263,192  3,820 1.5 

た な 卸 資 産 88,220  92,982  4,762 5.4 

繰 延 税 金 資 産 1,096  1,823  727 66.3 

そ の 他 の 流 動 資 産 24,247  19,474  △4,773 △19.7 

貸 倒 引 当 金 △ 911  △ 891  20 △2.2 

固　定　資　産 93,906  19.7 91,242  18.9 △2,664 △2.8 

 有形固定資産 40,831  8.6 42,741  8.8 1,910 4.7 

建 物 及 び 構 築 物 11,227  11,635  408 3.6 

土 地 24,453  24,453  － － 

その他の有形固定資産 5,150  6,652  1,502 29.2 

 無形固定資産 701  0.1 808  0.2 107 15.3 

 投資その他の資産 52,373  11.0 47,692  9.9 △4,681 △8.9 

投 資 有 価 証 券 38,167  31,443  △6,724 △17.6 

長 期 貸 付 金 327  262  △65 △19.9 

繰 延 税 金 資 産 9  69  60 666.7 

そ の 他 の 投 資 14,618  16,673  2,055 14.1 

貸 倒 引 当 金 △ 749  △ 756  △7 0.9 

476,178  100.0 482,014  100.0 5,836 1.2 資　　産　　合　　計

前連結会計年度比

（ 資 産 の 部 ）
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（ 百万円未満切捨 ）

期   別
(平成19年3月31日) (平成20年3月31日)

科   目 金　　額 構成比 金　　額 構成比 増減金額 増減率

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

流 動 負 債 251,095 52.7 281,019 58.3 29,924 11.9 

支払手形及び買掛金 160,429 168,287 7,858 4.9 

短 期 借 入 金 43,141 49,738 6,597 15.3 

コマーシャル・ペーパー 17,500 17,000 △500 △2.9 

一 年 内 償 還 の 社 債 － 10,000 10,000 － 

未 払 法 人 税 等 4,050 4,813 763 18.8 

賞 与 引 当 金 1,693 1,763 70 4.1 

そ の 他 の 流 動 負 債 24,280 29,416 5,136 21.2 

固 定 負 債 126,828 26.7 100,068 20.8 △26,760 △21.1 

社 債 10,000 10,000 － － 

長 期 借 入 金 101,950 79,325 △22,625 △22.2 

繰 延 税 金 負 債 8,179 4,001 △4,178 △51.1 

再評価に係る繰延税金負債 2,798 2,798 － － 

そ の 他 の 固 定 負 債 3,901 3,943 42 1.1 

377,924 79.4 381,088 79.1 3,164 0.8 

株 主 資 本 86,205 18.1 96,554 20.0 10,348 12.0 

資 本 金 45,651 45,651 － － 

資 本 剰 余 金 3 4 1 33.3 

利 益 剰 余 金 40,660 51,028 10,367 25.5 

自 己 株 式 △ 109 △ 130 △21 19.3 

評価・換算差額等 11,280 2.4 3,557 0.7 △7,722 △68.5 

その他有価証券評価差額金 11,405 5,397 △6,008 △52.7 

繰 延 ヘ ッ ジ 損 益 838 143 △694 △82.8 

土 地 再 評 価 差 額 金 △ 16 △ 16 － － 

為 替 換 算 調 整 勘 定 △ 947 △ 1,966 △1,019 107.6 

少 数 株 主 持 分 768 0.1 814 0.2 46 6.0 

98,254 20.6 100,926 20.9 2,671 2.7 

476,178 100.0 482,014 100.0 5,836 1.2 

（ 純 資 産 の 部 ）

前連結会計年度

負 債 純 資 産 合 計

純 資 産 合 計

当連結会計年度 前連結会計年度比

（ 負 債 の 部 ）

負　債　合　計
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連 結 損 益 計 算 書

（ 百万円未満切捨 ）

期　　別 前連結会計年度 当連結会計年度

自 平成18年４月１日 自 平成19年４月１日
至 平成19年３月31日 至 平成20年３月31日

  科　　目 金　　額 百分比 金　　額 百分比 増減金額 増減率

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

1,320,021  100.0 1,507,509  100.0 187,488 14.2 

1,272,532  96.4 1,456,627  96.6 184,095 14.5 

47,489  3.6 50,881  3.4 3,392 7.1 

26,624  2.0 27,176  1.8 552 2.1 

20,864  1.6 23,704  1.6 2,840 13.6 

 2,832  0.2 2,936  0.2 104 3.7 

1,633  1,920  287 

1,199  1,016  △183 

 4,527  0.3 5,373  0.4 846 18.7 

3,233  4,163  930 

1,294  1,209  △85 

19,170  1.5 21,267  1.4 2,097 10.9 

 － － 527  0.0 527 － 

－ 527  527 

19,170  1.5 21,795  1.4 2,625 13.7 

7,398  0.6 8,633  0.5 1,235 16.7 

 270  0.0 5  0.0 △265 △98.1 

  77  0.0 39  0.0 △38 △49.4 

11,423  0.9 13,117  0.9 1,694 14.8 

販売費及び一般管理費

少 数 株 主 利 益

法人税、住民税及び事業税

前連結会計年度比

投 資 有 価 証 券 売 却 益

営 業 外 費 用

売 上 高

売 上 原 価

受取利息及び受取配当金

営 業 外 収 益

法 人 税 等 調 整 額

売　上　総　利　益

当  期  純  利  益

営   業   利   益

税金等調整前当期純利益

経   常   利   益

そ の 他 の 収 益

支 払 利 息

そ の 他 の 費 用

特 別 利 益
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前連結会計年度　　（自 平成18年４月１日　至 平成19年３月31日） （ 百万円未満切捨 ） 

平成18年3月31日残高

連結会計年度中の

変動額

  剰余金の配当

　取締役賞与金

　従業員奨励及び福利

　基金による減少高

  当期純利益

  自己株式の取得

  自己株式の処分

　連結子会社増加に

　伴う増加高

 　株主資本以外の項目の連結

　 会計年度中の変動額(純額)

連結会計年度中の

変動額合計

平成19年3月31日残高

当連結会計年度　　（自 平成19年４月１日　至 平成20年３月31日） （ 百万円未満切捨 ） 

平成19年3月31日残高

連結会計年度中の

変動額

  剰余金の配当

　従業員奨励及び福利

　基金による減少高

  当期純利益

  自己株式の取得

  自己株式の処分

 　株主資本以外の項目の連結

　 会計年度中の変動額(純額)

連結会計年度中の

変動額合計

平成20年3月31日残高

0 9,372 △ 42

8143,55751,028 △ 130 96,554 5,397

△ 1,019

100,926

△ 21－ 1 10,367 10,348

143 △ 16 △ 1,96645,651 4

△ 7,722 46 2,671△ 6,008 △ 694 －

△ 7,722 46 △ 7,676△ 6,008 △ 694 － △ 1,019

7

△ 26

1 5 7

13,117

△ 26 △ 26

△ 2

13,117 13,117

△ 2 △ 2

△ 2,747△ 2,747△ 2,747

△ 947 11,280 768 98,25486,205 11,405 838 △ 1645,651 3 40,660 △ 109

百万円 百万円 百万円 百万円

土地再評
価差額金

百万円 百万円 百万円 百万円 百万円 百万円 百万円 百万円

株主資本
合計

その他有
価証券評
価差額金

資本金
資本

剰余金
利益

剰余金
自己株式

連結株主資本等変動計算書

株　主　資　本 評価・換算差額等
少数株主

持分
純資産
合計為替換算

調整勘定

768 98,25411,28011,405 838 △ 16 △ 947

繰延
ヘッジ
損益

評価・換
算差額等

合計

11,423

△ 43

△ 40 11,300

1

214

△ 40 1,969

△ 150

△ 2,114

△ 1

評価・換算差額等

百万円 百万円

808 86,954

少数株主
持分

純資産
合計

その他有
価証券評
価差額金

繰延
ヘッジ
損益

百万円

2,009

959 838 － 211 2,009

959 838 － 211

百万円 百万円 百万円

10,445 －

土地再評
価差額金

為替換算
調整勘定

評価・換
算差額等

合計

△ 16 △ 1,159 9,270

百万円

40,660

△ 67

△ 109 86,205

214

9,330

76,874

株　主　資　本

△ 2,114

△ 150

1

11,423

△ 1

△ 43 △ 43

0

214

△ 1

1

3

百万円

31,288

△ 2,114

△ 150

11,423

利益
剰余金

自己株式
株主資本

合計

百万円 百万円 百万円

資本
剰余金

2

資本金

百万円

45,651

45,651

－

阪和興業㈱　(8078)　平成20年３月期決算短信

－12－



連結キャッシュ・フロー計算書

（百万円未満切捨）

期　　別  前連結会計年度 当連結会計年度

自 平成18年４月１日 自 平成19年４月１日

至 平成19年３月31日 至 平成20年３月31日  
  科　　目 金　　額 金　　額 増減金額 増減率

 営業活動によるキャッシュ・フロー 百万円 百万円 百万円 ％
税金等調整前当期純利益 19,170  21,795  2,625 13.7 
減価償却費 1,991  2,055  64 3.2 
貸倒引当金の減少額 △ 189  △ 10  179 △94.7 
受取利息及び受取配当金 △ 1,633  △ 1,920  △287 17.6 
支払利息 3,233  4,163  930 28.8 
投資有価証券売却益 　　 　　― △ 527  △527 ― 
売上債権の増加額 △ 50,718  △ 4,642  46,076 △90.8 
たな卸資産の増加額 △ 11,408  △ 5,030  6,378 △55.9 
仕入債務の増加額 20,211  8,392  △11,819 △58.5 
預り金の増加額(又は減少額(△)) △ 7,570  9,416  16,986 ― 
その他 △ 734  △ 2,202  △1,468 ― 

小　　　　計 △ 27,649  31,489  59,138 ― 
利息及び配当金の受取額 1,795  1,915  120 6.7 
利息の支払額 △ 3,236  △ 4,106  △870 26.9 
法人税等の支払額 △ 7,101  △ 7,868  △767 10.8 

営業活動によるキャッシュ・フロー △ 36,192  21,430  57,622 ― 
 投資活動によるキャッシュ・フロー

定期預金の預入による支出 △ 7  　　 　　― 7 △100.0 
定期預金の払戻による収入 309  4  △305 △98.7 
有形固定資産の取得による支出 △ 2,593  △ 3,992  △1,399 54.0 
有形固定資産の売却による収入 14  33  19 135.7 
投資有価証券の取得による支出 △ 5,488  △ 5,118  370 △6.7 
投資有価証券の売却による収入 2,778  1,811  △967 △34.8 
短期貸付金の純減少額(又は純増加額(△)) 194  △ 247  △441 ― 
長期貸付金の実行による支出 △ 20  △ 14  6 △30.0 
長期貸付金の回収による収入 138  205  67 48.6 
その他 △ 1,282  △ 1,125  157 △12.2 

投資活動によるキャッシュ・フロー △ 5,955  △ 8,443  △2,488 41.8 
 財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の純増加額(又は純減少額(△)) 18,359  △ 15,760  △34,119 ― 
コマーシャル・ペーパーの純増加額(又は純減少額(△)) 17,500  △ 500  △18,000 ― 
長期借入れによる収入 27,100  　　 　　― △27,100 △100.0 
長期借入金の返済による支出 △ 26,450  △ 50  26,400 △99.8 
社債の発行による収入 　　 　　― 9,950  9,950 ― 
配当金の支払額 △ 2,116  △ 2,747  △631 29.8 
少数株主への配当金の支払額 △ 25  △ 17  8 △32.0 
その他 △ 42  △ 19  23 △54.8 

財務活動によるキャッシュ・フロー 34,325  △ 9,144  △43,469 ― 
 現金及び現金同等物に係る換算差額 △ 943  107  1,050 ― 
 現金及び現金同等物の増加額(又は減少額(△)) △ 8,765  3,949  12,714 ― 
 現金及び現金同等物の期首残高 18,985  10,228  △8,757 △46.1 
 新規連結に伴う現金及び現金同等物の増加額 8  　　 　　― △8 △100.0 
 現金及び現金同等物の期末残高 10,228  14,178  3,949 38.6 

前連結会計年度比
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連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項

　　最近の有価証券報告書（平成19年６月29日提出）における記載から下記の変更を除き重要な変

　更がないため、開示を省略しております。

連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更

１．有形固定資産の減価償却の方法の変更

（会計方針の変更）

　　当社及び国内連結子会社は、法人税法改正に伴い、当連結会計年度から、平成19年４月１日以

　降に取得した有形固定資産について、改正後の法人税法に基づく償却率を用いた方法に変更して

  おります。

　　なお、この変更による損益への影響は、軽微であります。

（追加情報）

  　当社及び国内連結子会社は、法人税法改正に伴い、平成19年３月31日以前に取得した有形固定

  資産については、改正前の法人税法に基づく減価償却の方法の適用により取得価額の５％相当額

　に到達した連結会計年度の翌連結会計年度から、取得価額の５％相当額と備忘価額との差額を５

  年間にわたり均等償却し、減価償却費に含めて計上しております。

　　なお、この変更による損益への影響は、軽微であります。

２．事業の種類別セグメント情報における事業区分の変更

　　前連結会計年度まで、ニッケル、クロム等を｢非鉄｣事業として表示しておりましたが、当該事

　業の売上高及び営業利益の全セグメントに占める割合が増加しましたので、セグメント情報の有

　用性を高めるため、当連結会計年度から当該事業をニッケル、クロム等の｢金属原料｣事業と、ア

　ルミニウム、銅等の｢非鉄金属｣事業に区分して記載しております。
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（連結貸借対照表に関する注記）
（前連結会計年度）（当連結会計年度）

１. 担保に供している資産及び担保に係る債務

 (1) 短期借入金の担保に供している資産

　　建物及び構築物 481 百万円 － 百万円

　　無形固定資産 65 百万円 － 百万円

　　計 546 百万円 － 百万円

　　対応債務　短期借入金 114 百万円 － 百万円

 (2) 取引保証金等として差入れている資産

　　現金及び預金 13 百万円 13 百万円

　　投資有価証券 2,818 百万円 1,962 百万円

　　計 2,831 百万円 1,975 百万円

２. 有形固定資産の減価償却累計額 16,605 百万円 17,627 百万円

３. 保証債務

  連結会社以外の関係会社の銀行借入等に

  対して保証を行っております。 2,350 百万円 2,691 百万円

４. 受取手形割引高 4,116 百万円 4,594 百万円

５. 土地の再評価に関する法律(平成10年３月31日公布法律第34号)に基づき、平成14年３月31

日に当社の事業用の土地の再評価を行い、再評価差額については、当該評価差額に係る税金

相当額を｢再評価に係る繰延税金負債｣として負債の部に計上し、これを控除した金額を｢土

地再評価差額金｣として純資産の部に計上しております。

　再評価の方法

　 土地の再評価に関する法律施行令(平成10年３月31日公布政令第119号)第２条第１号に定

　 める方法により算出しております。

  再評価を行った年月日  平成14年３月31日

  再評価を行った土地の当連結会計年度末に
　おける時価と再評価後の帳簿価額との差額

６. 連結会計年度末日満期手形の会計処理については、満期日に決済が行われたものとして処

理しております。

なお、前連結会計年度末日が金融機関の休日であったため、次の連結会計年度末日満期手形

を満期日に決済が行われたものとして処理しております。

　受取手形 2,680 百万円 － 百万円

　支払手形 8,060 百万円 － 百万円

1,200 百万円1,937 百万円
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　（連結株主資本等変動計算書に関する注記）

（前連結会計年度）

  １. 当連結会計年度末における発行済株式の種類及び総数

　普通株式 株

  ２. 配当に関する事項

（1）配当金支払額

平成18年６月29日

　定時株主総会

平成18年11月16日

　取締役会

（2）基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌期となるもの

   平成19年６月28日開催の定時株主総会の議案として、次のとおり決議する予定であります。

  ３. ｢従業員奨励及び福利基金による減少高｣は、連結子会社の所在国(中華人民共和国)における法

     令に基づく項目であります。　　

（当連結会計年度）

  １. 当連結会計年度末における発行済株式の種類及び総数

　普通株式 株

  ２. 配当に関する事項

（1）配当金支払額

平成19年６月28日

　定時株主総会

平成19年11月14日

　取締役会

（2）基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌期となるもの

   平成20年６月27日開催の定時株主総会の議案として、次のとおり決議する予定であります。

  ３. ｢従業員奨励及び福利基金による減少高｣は、連結子会社の所在国(中華人民共和国)における法

     令に基づく項目であります。　　

６.00円 平成20年３月31日 平成20年６月30日 定時株主総会 普通株式 利益剰余金 1,268百万円

効力発生日

平成20年６月27日

 決　議
株式の
種類

配当の原資
配当金
の総額

７.00円 平成19年３月31日

１株当た
りの金額 基準日

基準日 効力発生日

平成19年６月29日

普通株式 1,268百万円 ６.00円 平成19年９月30日 平成19年12月３日

普通株式 1,479百万円

 決　議
株式の
種類

配当金
の総額

１株当た
りの金額

平成19年３月31日

基準日

７.00円

211,663,200

1,057百万円 ５.00円

211,663,200

平成18年12月４日

効力発生日

平成18年６月30日

基準日

平成18年３月31日

平成18年９月30日

平成19年６月29日

株式の
種類

普通株式

 決　議

普通株式

配当金
の総額

１株当た
りの金額

1,057百万円 ５.00円

配当金
の総額

効力発生日

普通株式 定時株主総会 利益剰余金 1,479百万円

株式の
種類

１株当た
りの金額 決　議

平成19年６月28日

配当の原資
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（連結キャッシュ・フロー計算書に関する注記）

現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係

（ 前連結会計年度 ） （ 当連結会計年度 ）

現金及び預金勘定 百万円 百万円

預入期間が３ヶ月を超える定期預金

      現金及び現金同等物 10,228

14,191

△ 13

14,178

10,245

△ 17
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（セ グ メ ン ト 情 報）

１．事業の種類別セグメント情報

  前連結会計年度（自 平成18年４月１日  至 平成19年３月31日） （百万円未満切捨）

鉄  鋼 金属原料 非鉄金属 食  品
石油・
化成品

その他 計
消    去
又は全社

連  結

Ⅰ 売上高及び営業損益 百万円 百万円 百万円 百万円 百万円 百万円 百万円 百万円 百万円

売    上    高

(1)
外 部 顧 客 に 対 す る
売 上 高

689,187 177,554 65,398 91,953 237,342 58,585 1,320,021 ― 1,320,021 

(2)
セグメント間の内部売
上 高 又 は 振 替 高

― ― ― ― ― ― ― (   ―) ― 

計 689,187 177,554 65,398 91,953 237,342 58,585 1,320,021 (   ―) 1,320,021 

営  業  費  用 674,851 172,554 63,154 91,362 235,110 56,543 1,293,577 5,579 1,299,157 

営  業  利  益 14,335 5,000 2,243 591 2,232 2,041 26,444 (5,579) 20,864 

Ⅱ

資          産 253,362 45,196 19,085 37,830 34,647 18,903 409,026 67,152 476,178 

減 価 償 却 費 1,379 22 45 29 28 404 1,909 82 1,991 

資 本 的 支 出 1,765 12 177 29 36 347 2,368 44 2,412 

  当連結会計年度（自 平成19年４月１日  至 平成20年３月31日） （百万円未満切捨）

鉄  鋼 金属原料 非鉄金属 食  品
石油・
化成品

その他 計
消    去
又は全社

連  結

Ⅰ 売上高及び営業損益 百万円 百万円 百万円 百万円 百万円 百万円 百万円 百万円 百万円

売    上    高

(1)
外 部 顧 客 に 対 す る
売 上 高

790,340 202,019 65,344 84,671 311,480 53,652 1,507,509 ― 1,507,509 

(2)
セグメント間の内部売
上 高 又 は 振 替 高

― ― ― ― ― ― ― (   ―) ― 

計 790,340 202,019 65,344 84,671 311,480 53,652 1,507,509 (   ―) 1,507,509 

営  業  費  用 774,465 195,399 63,329 83,894 308,935 52,227 1,478,252 5,552 1,483,804 

営  業  利  益 15,874 6,619 2,014 776 2,545 1,424 29,256 (5,552) 23,704 

Ⅱ

資          産 274,802 47,867 14,762 31,166 35,380 12,758 416,737 65,276 482,014 

減 価 償 却 費 1,408 24 50 28 30 431 1,974 81 2,055 

資 本 的 支 出 3,795 47 44 31 36 375 4,329 67 4,396 

(注)１．事業区分は、取扱商品によって区分しております。

    ２．営業費用のうち｢消去又は全社｣の項目に含めた配賦不能営業費用の金額は前連結会計年度5,579百万円、

        当連結会計年度5,552百万円であり、いずれもその主なものは総務部門等管理部門に係る費用であります。

    ３．資産のうち｢消去又は全社｣の項目に含めた全社資産の金額は前連結会計年度67,152百万円、当連結会計年

        度65,276百万円であり、いずれもその主なものは余資運用資金(現金及び預金)、長期投資資金(投資有価

        証券)及び管理部門に係る資産等であります。

　　４．事業区分の変更

　　　　前連結会計年度まで、ニッケル、クロム等を「非鉄」事業として表示しておりましたが、当該事業の売上

　　　　高及び営業利益の全セグメントに占める割合が増加しましたので、セグメント情報の有用性を高めるため、

　　　　当連結会計年度から当該事業をニッケル、クロム等の「金属原料」事業と、アルミニウム、銅等の「非鉄

　　　　金属」事業に区分して記載しております。

　　　　なお、前連結会計年度についても当連結会計年度の事業区分によって記載しております。

資産、減価償却費
及び資本的支出

資産、減価償却費
及び資本的支出

阪和興業㈱　(8078)　平成20年３月期決算短信

－18－



２．所在地別セグメント情報

  前連結会計年度及び当連結会計年度においては、全セグメントの売上高の合計及び全セグメ

ントの資産の金額の合計額に占める「本邦」の割合がいずれも90％を超えているため、記載

を省略しております。

３．海 外 売 上 高

前連結会計年度（自 平成18年４月１日   至 平成19年３月31日）

（百万円未満切捨）

アジア その他の地域 計

百万円 百万円 百万円

   Ⅰ  海外売上高 231,100   39,781   270,882   

   Ⅱ  連結売上高 1,320,021   

   Ⅲ  連結売上高に占める海外売上高の割合 17.5%   3.0%   20.5%   

当連結会計年度（自 平成19年４月１日   至 平成20年３月31日）

（百万円未満切捨）

アジア その他の地域 計

百万円 百万円 百万円

   Ⅰ  海外売上高 280,216   44,088   324,304   

   Ⅱ  連結売上高 1,507,509   

   Ⅲ  連結売上高に占める海外売上高の割合       18.6%   2.9%   21.5%   

(注) 1.海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。

     2.国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。

     3.各区分に属する主な国又は地域

         (1)  ア　ジ　ア･････中国・韓国・シンガポール・タイ

         (2)  その他の地域･･･アメリカ・ドイツ
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（税 効 果 会 計 関 係）

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳（百万円未満切捨）

 繰延税金資産 百万円 百万円

連結子会社との合併に伴う
将来減算一時差異

23,911 23,864

減損損失否認額 2,418 2,389

土地買戻損失否認額 1,719 1,719

土地再評価差額金 1,666 1,666

賞与引当金 686 715

その他 3,385 3,739

 繰延税金資産小計 33,787 34,094

 評価性引当額 △ 31,116 △ 30,889

 繰延税金資産合計 2,670 3,205

 繰延税金負債

その他有価証券評価差額金 7,825 3,332

土地再評価差額金 2,798 2,798

前払年金費用 1,140 1,712

その他 778 269

 繰延税金負債合計 12,541 8,113

 繰延税金負債の純額 9,870 4,908

（注）繰延税金負債の純額は、連結貸借対照表の以下の項目に含まれております。

流動資産－繰延税金資産 1,096 1,823

固定資産－繰延税金資産 9 69

流動負債－繰延税金負債 － －

固定負債－繰延税金負債 8,179 4,001

　　　　　再評価に係る

　　　　　繰延税金負債

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との差異の原因となった主な

　　項目別の内訳

 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間の差異が法定
 実効税率の百分の五以下であるため、注記を省略しております。

2,798 2,798

前連結会計年度

（平成19年３月31日）

当連結会計年度

（平成20年３月31日）
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（有 価 証 券 関 係）

１．その他有価証券で時価のあるもの （百万円未満切捨）
前連結会計年度 当連結会計年度

（平成19年３月31日） （平成20年３月31日）
連結決算日 連結決算日
における における

連結貸借対 連結貸借対
照表計上額 照表計上額

百万円 百万円 百万円 百万円 百万円 百万円

 連結貸借対照表計上額が
 取得原価を超えるもの

    株　式 11,184  30,341  19,156  10,068  19,444  9,375  

11,184  30,341  19,156  10,068  19,444  9,375  

 連結貸借対照表計上額が
 取得原価を超えないもの

    株　式 258  215  △43  5,088  4,534  △553  

258  215  △43  5,088  4,534  △553  

11,443  30,556  19,113  15,156  23,978  8,821  

（注）決算期末日の時価が取得原価に比べ30％以上下落した場合には、回復する見込みがあると
      認められる場合を除き、減損処理を行っております。
      なお、表中の「取得原価」は減損処理後の帳簿価額であります。

２．当連結会計年度中に売却したその他有価証券 （百万円未満切捨）
前連結会計年度 当連結会計年度

自 平成18年４月１日 自 平成19年４月１日
至 平成19年３月31日 至 平成20年３月31日

売却益の 売却損の 売却益の 売却損の
合 計 額 合 計 額 合 計 額 合 計 額

百万円 百万円 百万円 百万円 百万円 百万円

2,778       －      － 1,338 229 17

計 2,778       －      － 1,338 229 17

３．時価評価されていない有価証券 （百万円未満切捨）
前連結会計年度 当連結会計年度

（平成19年３月31日） （平成20年３月31日）
連結貸借対照表計上額 連結貸借対照表計上額

百万円 百万円
(1) 子会社株式及び
    関連会社株式

計 1,402  2,342  

(2) その他有価証券

① 非上場株式 2,596  1,741  

② 非上場外国株式 1,416  1,202  

③ 優先出資証券 2,000  2,000  

④ 投資事業有限責
　 任組合への出資

計 6,208  5,121  

177  

1,402  2,342  

取得原価 差　額 取得原価

195  

区　分

        株　式

差　額

区　分

売却額 売却額

小　計

小　計

合　計

区　分
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（退 職 給 付 関 係）

１．採用している退職給付制度の概要
 当社及び国内連結子会社は、確定給付型の制度として、企業年金基金制度、適格退職年金制度
 及び退職一時金制度を設けております。また、従業員の退職等に際して割増退職金を支払う場合
 があります。

２．退職給付債務に関する事項

前連結会計年度 当連結会計年度
(平成19年３月31日) (平成20年３月31日)

百万円 百万円

①　退職給付債務 △19,065　 　 △19,722　 　 
②　年金資産 16,914　 　 17,332　 　 
③　未積立退職給付債務（①＋②） △2,150　 　 △2,389　 　 
④　未認識数理計算上の差異 3,996　 　 5,720　 　 
⑤　未認識過去勤務債務 948　 　 868　 　 
⑥　連結貸借対照表計上額純額（③＋④＋⑤） 2,794　 　 4,199　 　 
⑦　前払年金費用 2,802　 　 4,208　 　 
⑧　退職給付引当金（⑥－⑦） △8　 　 △8　 　 
(注) 一部の連結子会社は、退職給付債務の算定にあたり、簡便法を採用しております。

３．退職給付費用に関する事項

前連結会計年度 当連結会計年度
自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日

自 平成19年４月１日
至 平成20年３月31日

百万円 百万円

①　勤務費用(注) 633　 　 660　 　 
②　利息費用 366　 　 378　 　 
③　期待運用収益 △439　 　 △503　 　 
④　数理計算上の差異の費用処理額 424　 　 441　 　 
⑤　過去勤務債務の費用処理額 80　 　 80　 　 
⑥　割増退職金 19　 　 27　 　 
⑦　退職給付費用（①＋②＋③＋④＋⑤＋⑥） 1,085　 　 1,085　 　 
(注) 簡便法を採用している連結子会社の退職給付費用は、｢① 勤務費用｣に計上しております。

４．退職給付債務等の計算の基礎に関する事項

前連結会計年度 当連結会計年度
自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日

自 平成19年４月１日
至 平成20年３月31日

①　退職給付見込額の期間配分方法 期間定額基準
②　割引率 2.0％
③　期待運用収益率 3.0％ 同左
④　過去勤務債務の処理年数　　（注）1 14年
⑤　数理計算上の差異の処理年数（注）2 14年
(注)1．発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数による定額法により按分した
　　　 額を費用処理することとしております。
    2．各連結会計年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数による定額法
   　　により按分した額をそれぞれ発生の翌連結会計年度から費用処理することとしております。

（百万円未満切捨）

（百万円未満切捨）
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（１株当たり情報に関する注記）

１株当たり当期純利益金額の算定上の基礎

百万円 百万円

千株 千株

なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載
しておりません。

（重要な後発事象に関する注記）

該当事項はありません。

（開示の省略）

リース取引、関連当事者との取引、デリバティブ取引に関する注記事項については、決算短信におけ
る開示の必要性が大きくないと考えられるため開示を省略しております。

　普通株式に係る当期純利益

至 平成20年３月31日

13,117

62円07銭 　

至 平成19年３月31日
自 平成18年４月１日

　連結損益計算書上の当期純利益

前連結会計年度
自 平成19年４月１日

当連結会計年度

１株当たり当期純利益金額

１株当たり純資産額 461円21銭   

54円03銭 　

473円70銭   

　普通株式の期中平均株式数

13,117

211,352

11,423

－

11,423

211,430

－　普通株主に帰属しない金額
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貸 借 対 照 表

（ 百万円未満切捨 ）

前         期 当         期 前期比
(平成19年３月31日) (平成20年３月31日)

科　　 目 金　　額 構成比 金　　額 構成比 増減金額 増減率

 （ 資 産 の 部 ） 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

流 動 資 産 369,391 78.9 378,422 80.1 9,031 2.4 

3,664 6,538 2,874 78.4 

35,644 35,227 △ 417 △1.2 

221,648 226,122 4,474 2.0 

67,828 74,504 6,676 9.8 

11,989 9,239 △ 2,750 △22.9 

17,654 12,355 △ 5,299 △30.0 

98 101 3 3.1 

845 1,576 731 86.5 

5,417 7,062 1,645 30.4 

5,534 6,607 1,073 19.4 

△ 936 △ 914 22 △2.4 

固 定 資 産 98,510 21.1 94,081 19.9 △ 4,429 △4.5 

 有形固定資産 33,551 7.2 33,647 7.1 96 0.3 

8,382 8,187 △ 195 △2.3 

1,372 1,672 300 21.9 

377 359 △ 18 △4.8 

3 4 1 33.3 

139 147 8 5.8 

23,275 23,275       －      －

 無形固定資産 526 0.1 579 0.1 53 10.1 

526 579 53 10.1 

 投資その他の資産 64,432 13.8 59,854 12.7 △ 4,578 △7.1 

36,761 29,094 △ 7,667 △20.9 

14,791 15,842 1,051 7.1 

2,587 2,386 △ 201 △7.8 

2,510 3,086 576 22.9 

521 514 △ 7 △1.3 

305 247 △ 58 △19.0 

557 684 127 22.8 

3,314 3,197 △ 117 △3.5 

3,830 5,556 1,726 45.1 

△ 747 △ 757 △ 10 1.3 

467,901 100.0 472,503 100.0 4,602 1.0 

期   別

従 業 員 長 期 貸 付 金

破 産 更 生 債 権 等

関 係 会 社 株 式

出 資 金

関 係 会 社 出 資 金

長 期 貸 付 金

機 械 及 び 装 置

車 両 及 び 運 搬 具

器 具 及 び 備 品

そ の 他 の 投 資

貸 倒 引 当 金

ソ フ ト ウ ェ ア 等

長 期 差 入 保 証 金

投 資 有 価 証 券

土 地

現 金 及 び 預 金

受 取 手 形

売 掛 金

商 品

資　　産　　合　　計

短 期 貸 付 金

未 着 商 品

前 渡 金

前 払 費 用

繰 延 税 金 資 産

そ の 他 の 流 動 資 産

貸 倒 引 当 金

建 物

構 築 物
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（ 百万円未満切捨 ）

期   別 前         期 当         期 前期比
(平成19年３月31日) (平成20年３月31日)

科　　 目 金　　額 構成比 金　　額 構成比 増減金額 増減率

 （ 負 債 の 部 ） 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

流 動 負 債 246,097 52.6 274,150 58.0 28,053 11.4 

31,948 30,323 △ 1,625 △5.1 

128,392 139,994 11,602 9.0 

36,145 39,145 3,000 8.3 

17,500 17,000 △ 500 △2.9 

     　－ 10,000 10,000       － 

321 462 141 43.9 

1,089 1,003 △ 86 △7.9 

3,969 4,740 771 19.4 

16,114 12,418 △ 3,696 △22.9 

7,606 16,383 8,777 115.4 

1,519 1,589 70 4.6 
1,490 1,089 △ 401 △26.9 

固 定 負 債 126,692 27.1 100,090 21.2 △ 26,602 △21.0 

10,000 10,000    　 －       － 

101,825 79,325 △ 22,500 △22.1 

8,199 4,059 △ 4,140 △50.5 

2,798 2,798    　 －       － 

3,869 3,907 38 1.0 

372,789 79.7 374,241 79.2 1,452 0.4 

（ 純 資 産 の 部 ）

株 主 資 本 82,885 17.7 92,739 19.6 9,854 11.9 

 資  本  金 45,651 45,651    　 －       － 

 資 本 剰 余 金 3 4 1 33.3 

3 4 1 33.3 

 利 益 剰 余 金 37,340 47,213 9,873 26.4 

884 1,158 274 31.0 

36,455 46,054 9,598 26.3 

36,455 46,054 9,598 26.3 

 自 己 株 式 △ 109 △ 130 △ 21 19.3 

評価・換算差額等 12,227 2.6 5,523 1.2 △ 6,703 △54.8 
 その他有価証券評価差額金 11,405 5,396 △ 6,009 △52.7 

 繰延ヘッジ損益 838 143 △ 694 △82.8 

 土地再評価差額金 △ 16 △ 16    　 －      －

95,112 20.3 98,262 20.8 3,150 3.3 

467,901 100.0 472,503 100.0 4,602 1.0 

再評価に係る繰延税金負債

純 資 産 合 計

負 債 純 資 産 合 計

そ の 他 の 固 定 負 債

 利 益 準 備 金

　  繰越利益剰余金

 その他資本剰余金

負　　債　　合　　計

 その他利益剰余金

賞 与 引 当 金
そ の 他 の 流 動 負 債

長 期 借 入 金

繰 延 税 金 負 債

社 債

未 払 費 用

未 払 法 人 税 等

前 受 金

預 り 金

支 払 手 形

買 掛 金

短 期 借 入 金

未 払 金

コマーシャル・ペーパー

一 年 内 償 還 の 社 債
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損 益 計 算 書

（ 百万円未満切捨 ）

期   別  前         期 当         期

自 平成18年４月１日 自 平成19年４月１日 前　期　比
至 平成19年３月31日 至 平成20年３月31日

  科　　 目 金　　額 百分比 金　　額 百分比 増減金額 増減率

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

 売    上    高 1,287,196 100.0 1,472,411 100.0 185,215 14.4 

 売  上  原  価 1,245,204 96.7 1,426,376 96.9 181,172 14.5 

41,992 3.3 46,035 3.1 4,043 9.6 

 販売費及び一般管理費 22,882 1.8 23,369 1.6 487 2.1 

19,110 1.5 22,665 1.5 3,555 18.6 

 営 業 外 収 益 2,511 0.2 2,820 0.2 309 12.3 

受取利息及び受取配当金 1,607 1,933 326 

そ の 他 の 収 益 904 887 △17 

 営 業 外 費 用 4,072 0.3 4,901 0.3 829 20.4 

支  払  利  息 2,940 3,910 970 

そ の 他 の 費 用 1,131 991 △140 

17,550 1.4 20,584 1.4 3,034 17.3 

 特  別  利  益 － － 442 0.0 442 － 

投資有価証券売却益 － 212 212 

  関係会社株式売却益 － 230 230 

17,550 1.4 21,026 1.4 3,476 19.8 

  法人税､住民税及び事業税 6,921 0.6 8,307 0.5 1,386 20.0 

  法 人 税 等 調 整 額 183 0.0 98 0.0 △85 △46.4 

10,445 0.8 12,620 0.9 2,175 20.8 当 期 純 利 益

売  上  総　利　益

営   業   利   益

経   常   利   益

税 引 前 当 期 純 利 益
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前期　（自 平成18年４月１日　至 平成19年３月31日） （ 百万円未満切捨 ）

株　主　資　本

百万円 百万円 百万円 百万円 百万円 百万円 百万円 百万円 百万円 百万円 百万円 百万円 百万円

平成18年3月31日残高 45,651 2 2 657 28,501 29,159 △67 74,746 10,445     － △16 10,428 85,175 

当期中の変動額

  剰余金の配当 211 △2,325 △2,114 △2,114 △2,114 

　取締役賞与金 15 △165 △150 △150 △150 

  当期純利益 10,445 10,445 10,445 10,445 

  自己株式の取得 △43 △43 △43 

  自己株式の処分 0 0 1 1 1 

 　株主資本以外の項目の

　 当期中の変動額(純額) 959 838     － 1,798 1,798 

当期中の変動額合計     － 0 0 226 7,954 8,180 △42 8,139 959 838     － 1,798 9,937 

平成19年3月31日残高 45,651 3 3 884 36,455 37,340 △109 82,885 11,405 838 △16 12,227 95,112 

当期　（自 平成19年４月１日　至 平成20年３月31日） （ 百万円未満切捨 ）

株　主　資　本

百万円 百万円 百万円 百万円 百万円 百万円 百万円 百万円 百万円 百万円 百万円 百万円 百万円

平成19年3月31日残高 45,651 3 3 884 36,455 37,340 △109 82,885 11,405 838 △16 12,227 95,112 

当期中の変動額

  剰余金の配当 274 △3,022 △2,747 △2,747 △2,747 

  当期純利益 12,620 12,620 12,620 12,620 

  自己株式の取得 △26 △26 △26 

  自己株式の処分 1 1 5 7 7 

 　株主資本以外の項目の

　 当期中の変動額(純額) △6,009 △694     － △6,703 △6,703 

当期中の変動額合計     － 1 1 274 9,598 9,873 △21 9,854 △6,009 △694     － △6,703 3,150 

平成20年3月31日残高 45,651 4 4 1,158 46,054 47,213 △130 92,739 5,396 143 △16 5,523 98,262 

資本金 株主資本
合計

自己株式

利益剰余金

その他
資本

剰余金

資本剰余金

その他利
益剰余金 利益剰余

金合計
繰越利益
剰余金

資本剰
余金合

計

評価・換算差額等

その他有
価証券評
価差額金

繰延
ヘッジ
損益

土地再
評価差
額金

評価・
換算差額
等合計

利益
準備金

資本金

資本剰余金 利益剰余金

自己株式資本剰
余金合

計

利益
準備金

その他利
益剰余金 利益剰余

金合計
繰越利益
剰余金

純資産
合計

純資産
合計

株主資本等変動計算書

評価・換算差額等

その他有
価証券評
価差額金

繰延
ヘッジ
損益

土地再
評価差
額金

評価・
換算差額
等合計

株主資本
合計

その他
資本

剰余金
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